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今号のお知らせ 「健康保険の被扶養者」と「所得税の扶養親族」の違い

２００４年カレンダーも残り枚数が少なくなり、給与計算事務では年末調整の時期が近

づいて参りました。年末調整のときには、「扶養」のある方が「扶養控除申告書」を会社に

提出するとき、「どのくらいの収入までなら「扶養」となるのか？」と迷われる方も多いと

思います。

一般的に「扶養」とは「健康保険法の被扶養者」と「所得税法の扶養親族・控除対象配

偶者」をいいますが、両者の定義は異なるものであり、必ずしも一致するものではありま

せん。今回は「健康保険の被扶養者」と「所得税の扶養親族」の違いについてお知らせい

たします。

■「所得」と「収入」  範囲の違い

○【所得税の扶養親族、控除対象配偶者】の所得要件は、対象となる人の

→ 合計所得金額が 38 万円以下です。

○【健康保険の被扶養者】の収入要件は、対象となる人の

→ 年収が 130 万円（障害者と 60 歳以上の方は 180 万円）未満です。

所得税の扶養親族等の所得 38 万円以下というのは【所得】で判断します。給与所得の

方は給与所得控除後の額が 38 万円以下の場合です。ここでいう「給与所得控除」は最低

でも 65 万円あります。配偶者の給与収入を年間 103 万円以下に抑制する例が多いのは、

年収 103 万円の方は給与所得控除が 65 万円あり、給与所得控除後の額は、収入額 103
万円－給与所得控除 65 万円=38 万円となり所得税の扶養親族、控除対象配偶者に該当す

るからです。

老齢年金等受給者の方の【所得】は、年金の収入総額から「公的年金等控除額」を控

除した後の額で判断されます。なお、遺族年金、障害年金、雇用保険の失業給付等は非

課税ですので、他の所得が 38 万円以下であれば扶養親族等の収入要件に該当します。 
一方、健康保険の被扶養者の年収 130 万円未満というのは、【収入】総額で判断します。

給与の方は給与の総額、年金の方は年金の収入総額が基準となります。収入総額には所

得税の場合と異なり、非課税である遺族年金、障害年金、雇用保険給付も総額に含めま

す。

 

発行年月時点の情報をもとに記載しており、閲覧時の法令・運用と異なることがあります



▲こんな例 
 遺族年金、障害年金の受給者で、年金額が 130 万円以上（障害者と 60 歳以上の方は

180 万円以上）受給されている方は、収入総額で判断する健康保険の被扶養者には該当し

ませんが、遺族年金、障害年金は非課税ですので、他に収入の無い方は「所得が 0」とな

り、所得税法の扶養親族等に収入要件で該当します。 
 一方、老齢年金額 160 万円、他に収入の無い 65 歳未満の方は、収入要件で健康保険の

被扶養者に該当しますが、「所得」を計算すると、老齢年金額 160 万円－公的年金等控除

額 77 万 5 千円＝所得 82 万 5 千円 （=38 万円超）となりますので所得税の扶養親族の収

入要件からは外れることとなります。 
 

 
■【所得】と【収入】  判断する期間の違い                  
 
○所得税の扶養親族等を判断する【所得】は 1 月～12 月の年単位で判断します。 
○健康保険の被扶養者を判断する【年収】は将来の見込みにより行います。  
 
  所得税の扶養親族等に該当するかどうかの【所得】金額は、その年の１月～１２月まで

の確定する金額で判断します。年の途中に退職した方は１月から退職時までの【所得】額、

年の途中に就職した方は就職時から１２月までの【所得】額により所得税の扶養親族に該

当する、該当しない、と判断されます。 
一方、健康保険の被扶養者に該当するかどうかの【収入】金額は、過去の収入実績にか

かわらず今後の収入見込みにより判断します。従前に高額の給与を受けていた方や家賃収

入などがあった方でも、退職や何らかの理由により今後の収入見込みが年間 130 万円（60
歳超と障害者は 180 万円）未満の方は健康保険の被扶養者に収入要件で該当します。なお、

先にも記述の通り、雇用保険等の非課税給付についは【収入】見込額に含まれるため、退

職後に一定額以上の雇用保険を受給する方については、雇用保険受給期間中は健康保険の

被扶養者要件から外れます。 
神奈川県の政府管掌健康保険では資格取得時等に配偶者を扶養に入れる際、前年の収入

証明（非課税証明書）の添付を要求されますが、これは被扶養者の認定は将来の見込額で

行うべきなのであるのに、前年の収入証明をもって判断するというのは、本来の趣旨には

合致していないのです。 
▲こんな例 

会社を退職後に雇用保険失業給付を受けている方は、失業保険受給期間中は健康保険の

被扶養者とはなれません（失業保険の金額が一定額以下の方を除く）が、所得税の扶養親

族等は年間単位の所得で判断しますので、年初等に退職なさった方はその年の扶養親族等

に該当するかもしれません。１月から退職時までの給与額等をチェックしてみましょう。 
一方、土地、建物の売買に伴う多額の譲渡所得や、多額の一時所得があった方は、その

所得が発生した年の所得税扶養親族等には該当しませんが、健康保険の被扶養者は将来の

見込額で判断することから、他の収入が一定以下であれば健康保険の被扶養者には該当し

ます。 


